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環境経営レポート

◇2022年度

1. 事業所名　： 厚川産業株式会社

代表者名　： 代表取締役　厚川秀樹

2. 所在地　 　： 埼玉県吉川市旭10-1　

URL http://www.atsukawa.co.jp

3. 対象範囲　： 本社工場

4. 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

責任者　： 専務取締役　 厚川賢二 TEL  048-993-2002

担当者　： EA21事務局　 中島佐和子 FAX  048-991-0050

e-mail  atsukawa@wonder.ocn.ne.jp

5. 事業内容 木製品加工 主要製品 ： 住宅OEM部材（収納家具・床材）

オリジナル桐製　家具・雑貨

6. 事業の規模 製品出荷額

主要製品生産量

従業員数

工場床面積 2,339㎡

7. 事業年度 1月～12月

【桐壁材】 【オリジナル家具】

【オリジナル雑貨】

【収納家具】

当社の桐製品は、吉川市のふるさと納税返礼品に

使用されています。

Ⅱ.　事業概要

410百万円

2,344トン

24名
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環境経営レポート

◇2022年度

【二酸化炭素削減長期目標】

【電気使用量削減中期目標】

【化石燃料削減中期目標】

【廃棄物削減中期目標】

【排水量削減中期目標】

Ⅲ.　削減項目中長期削減目標

方　　針

BM年度 2013年

BM排出量 55,502 kg-CO2

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

目標排出量（kg-CO2） 31858.15 29360.56 26918.47 24476.38 22034.29 19592.21 17150.12 14708.03 13875.50

目標削減量（kg-CO2） 23643.85 26141.44 28583.53 31025.62 33467.71 35909.79 38351.88 40793.97 41626.50

削減率（％） 42.6% 47.1% 51.5% 55.9% 60.3% 64.7% 69.1% 73.5% 75.0%

2030年までに二酸化炭素排出量を2013年度に対して75％削減する。

方　　針 電気使用量削減

中期目標 2022年をベンチマークとし、2025年まで年次で電気使用量をマイナス１％ずつ削減する。

年度

電気使用量（kWh/年）
中期目標値

2022年（ＢM値） 2023年 2024年 2025年

151,434 149,920 148,405 146,891

方　　針 化石燃料使用量の削減

中期目標 2022年をベンチマークとし、2025年まで年次で化石燃料使用によるCO２排出量をマイナス１％ずつ削減する。

年度

CO2排出量（kg/年）
中期目標値

2022年（ＢM値） 2023年 2024年 2025年

11,142.8 11,031.4 10,920.0 10,808.6

方　　針 一般廃棄物の削減

中期目標 2022年をベンチマークとし、2025年まで年次で一般廃棄物量をマイナス１％ずつ削減する。

年度

排出量（kg/年）
中期目標値

2022年（ＢM値） 2023年 2024年 2025年

39.6 39.2 38.8 38.4

方　　針 産業廃棄物の削減

中期目標 2022年をベンチマークとし、2025年まで年次で産業廃棄物量をマイナス１％ずつ削減する。

年度

排出量（kg/年）
中期目標値

2022年（ＢM値） 2023年 2024年 2025年

101,085.0 100,074.2 99,063.3 98,052.5

方　　針 排水量の把握と抑制

中期目標 2022年をベンチマークとし、2025年まで排水量を維持し排水による外部への水質汚濁を起こさぬよう管理する。

年度

排出量（㎥/年）
中期目標値

2022年（ＢM値） 2023年 2024年 2025年

730.0 730.0 730.0 730.0

4/9



環境経営レポート

◇2022年度

【化学物質使用量削減中期目標】

Ⅳ.　実施体制

責　任　・　権　限 資格・条件 指名・選任役職名

当社の環境経営についての全責任を有する。

EA21の効率的な推進に必要な資源を用意する。

環境方針の策定

環境管理責任者 EA21講習受講者 社　長

社長に代わってEA21を運営し、その状況を代表及び

環境管理監査人に報告する。

環境管理関連法規のとりまとめと評価

環境管理監査人
環境管理責任者の管理状況を把握し、その内容が適

正かどうかを判断の上、指導を行う
- -

代表者 - -

EA21講習受講者 環境管理責任者

推進チーム 各要求項目に応じたの環境活動の推進、指導。 管理資格者 環境管理責任者

各部門

マネジャー

EA21の記録・文書管理及び推進チームの事務作業。

外部への情報窓口。

方　　針 化学物質の把握と維持

中期目標 2022年をベンチマークとし、2025年まで年次で化学物質使用量をマイナス１％ずつ削減する。

年度

排出量（kg/年）
中期目標値

2022年（ＢM値） 2023年 2024年 2025年

36.4 36.0 35.7 35.3
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環境経営レポート

◇2022年度

二酸化炭素廃質量の削減

【使用電力削減活動】

生産性・品質向上によるロス削減活動

デマンド管理（ピーク対策） 夏場ピーク対策

【燃料使用量の削減】

エコドライブ、車両ハイブリッド化

社用車の目的別使用

オンライン会議の活用

廃棄物の削減
端材活用による廃棄物削減

梱包レス活動

廃棄物処理費用の削減
廃棄物処理費用削減

水道水の削減

汚濁防止活動

定期点検の実施（パトロール）

化学物質の削減 設備ﾒﾝﾃ

使用量削減/発生源対策

グリーン購入

購入時のグリーン購入推進

環境配慮製品の開発・販売促進

環境配慮製品の開発・提案

環境配慮製品の販売促進

二酸化炭素排出量削減

・

・

・

・

・

営業車の目的別使い分け

作業改善による電力削減

電力ロスの発見

Ⅵ.　主要な活動内容

取組み計画 主な取組み 評価 次年度の取組み

○

夏の使用電力削減

冬の使用電力削減

ガソリン使用量削減 △ 使用量と料金管理

・

エコドライブ、アイドリングストップの徹底

△
改善案のPDCAサイクルのプ

ロセスの見直し

○ 電力ロス発見パトロール

作業改善を積極的行い生産性を向上させることにより、
電力あたりの生産量を高める。

お帰りチェックパトロール実施

品質改善による電力削減 △
不良発生数を改善することで、作り直しによる電力の消
費を削減させる。

新規生産ラインでの不良発生
率の削減と生産性向上

夏場の電力使用量対策と作業環境改善のため、工場作
業員へバッテリー式の空調服着用を促し、営業時間のデ
マンドピークをシフトさせる。 夏季冬季ともに空調による

ベース電力を削減の経過観
察を行う。

○

電力消費の少ない補助暖房機の短時間使用したほか、
始業前に事務所を暖気、熱源服の導入など営業時間の
デマンドピークをシフトさえる。

空調服 冬場

定期点検・エコドライブ

問題点調査 問題点対策

環境配慮製品の開発・提案

使用量削減/発生源対策

植林木の積極使用

購入時のグリーン購入推進

汚濁防止活動

ﾊﾟﾄﾛｰﾙ ﾊﾟﾄﾛｰﾙ

設備ﾒﾝﾃ

廃棄物に関する問題点調査と対策 廃棄物に関する問題点調査と対策

現状把握 変更実施

Ⅴ.　活動スケジュール

1月 2月 3月 4月 5月

定期点検・エコドライブ

冬場ピーク対策

使用目的別車両使用

現状把握 変更実施

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

デマンド管理/パトロール/ロス改善 デマンド管理/パトロール/ロス改善
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環境経営レポート

◇2022年度

廃棄物の削減

・ プチプチの端材を緩衝材として活用

・ 他の梱包材での活用を検討

省梱包 ・ 出荷時のラップ梱包削減

・ セット梱包へのトライ

・ 端材を活用しやすいようにストック方法を見直し

保管場所と使用部材を明確化

・ いままで活用できなかった化粧端材の使用方法開拓

（意匠・強度をクリアーして製品部材として活用）

廃棄物の処理費用削減 ・

・ 材料共通化による歩留り改善（材質の共通化）

材料の歩留り向上

不要部分の化粧削減

水道使用量の削減と汚濁防止 ・ パトロールの実施

使用量削減・汚濁防止 汚濁防止 2回/年のパトロール実施

設備老朽化によるトラブル対応と維持管理

化学物質の削減 ・ 化学物質の使用量削減

購入量から使用量管理へ移行

使用量削減 作業基準の見直しによる溶剤使用量削減

製品梱包時（汚れ落とし）の原因対策

グリーン購入 ・ グリーン購入対象品目の優先購入

グリーン購入の推進 植林木の積極使用

塗料の変更　

・ 製品開発時の環境配慮実施

・ お客様や関係団体への環境配慮製品の紹介

環境配慮製品の販売促進

評価基準：達成率100％　〇、90％以上△、90％未満×

材料入荷時のミラーマットを別の製品の緩衝材として再
利用

梱包廃棄物の活用
○

×
材質だけでなく寸法の共通化
も検討

端材を入れる容器を大型化し、輸送効率と処理作
業の簡略化により処理費用を削減した。 ○

環境配慮製品の開発・販売促進

環境配慮製品の開発を推進

他の製品でも対応可能か検
討

○
新しい取り組みに積極的に参
加する

〇
大きな地震や台風などのあと
にも臨時パトロールを行う

△
使用量の変化をとらえ原因追
及・対策を素早く行う

体積のミニマム化を推進し運
賃を削減

材料の歩留り向上

○

○
間伐材や製材時の端材活用
を検討

〇

量の変動に対応する見直しと
仕組みつくり

次年度の取組み取組み計画 主な取組み 評価
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環境経営レポート

◇2022年度

1. 環境目標と取り組み実績

※購入電力排出係数は日本テクノ㈱H27年度実績　0.358㎏-CO2/kWh採用 ※環境目標は基準年度に対して年1％削減

※電気の契約を2019年4月より出光グリーンパワー㈱の排出係数“ゼロ”に変更 評価基準：100％〇,90%△,80％×

2 実績グラフ

0.380 85%

二酸化
炭素
排出量

二酸化炭素排出量 ㎏-
CO2

23,508

2019年
項　　　目 単位

基準年度 削減実績

評価

584 234

40% ×

198%化学物質 排出量 ㎏ 55.0 55.0 29.1

排水量
414

27.8 47.8

25.4 9.7

下水量
㎥

246 246

（排出量/付加価値） 0.400 0.400 0.550 0.470

〇

（排水量/人） 10.3 10.3 18.0

71.66

×

2020年 2022年 目標値 達成率

101.09廃棄物
排出量

廃棄物等総排出量
トン

75.43 75.43 102.30

22,3338,467 11,14323,508

279% ○（二酸化炭素/付加価値） 124.8 124.8 45.0 44.77 118.6

Ⅶ.　環境目標とその実績

2019年

2022年　環境経営実績
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環境経営レポート

◇2022年度

環境関連法規は環境関連団体及び関係機関のホームページ等で確認し、結果は下表の通りでした。

＜水質関係＞ 油水分離層、沈殿槽などの簡易な排水

○小規模事業所排水指導指針 処理施設　→　設置済み

（昭和６０年１２月２５日埼玉県） 異常なし

＜騒音・振動関係＞ → 2022年12月計測：基準値内

○騒音規制法 コンプレッサー等振動の少ない設備に変更済

○振動規制法 → 基準値内

＜廃棄物関係＞ 産業廃棄物保管所の設置 → 表示類の確認

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律 マニフェストにより適正に処理

＜消防法（危険物）＞ 消防所長に届出済み

○消防法 ・防火管理者 乙種四類取扱資格者あり

・危険物保安監督者、危険物取扱者 危険物倉庫の維持管理

異常なし

＜化学物質排出把握管理促進法＞ 使用量の削減活動

トルエン・キシレン等の管理

＜労働安全衛生法＞ 安全衛生推進者の選任→資格者（2名）

・安全衛生推進者等を選任すべき事業所 木工加工用機械作業主任者の選任（3名）

・作業主任者の選任 安全衛生勉強会の随時実施

＜フロン排出抑制法＞ 簡易点検実施中

4回/年の簡易点検実施　　異常なし

・ 環境関連法規、条例、その他の規制に対して違反はありませんでした。また、訴訟等も同様にありませんでした。

次年度の課題として、世界の政情不安が続く一方国内においても人員不足や物価高が継続していくことが
不安視されている。次年度においても取組項目を中心に全員参加をキーに環境配慮型の生産工場への
取り組みを継続していきたい。

無

無

無

無

無

Ⅸ.　代表者による綜合評価

5/15　産業廃棄物管理票交付等状況報告書提出

2022年度の環境活動においては、原材料、燃料費、電気量、水道代など変動費の単価増が段階的に発
生し、環境的背景の他に利益を圧迫する経費削減の呼びかけと観察、管理が非常に重要にになる一年で
あった。朝礼での教育を中心に取り組んだエネルギー削減は、目標未達の項目があったものの売上高を
大きく伸ばす基盤となったのは全員参加の意識付けを継続して実施したことが重要であったと感じる。ま
た、今年は外部コミュニケーションとして、顧客と連携して生産性向上に取り組むIE研修のモデル工程を提
供することで社内全体で生産性の向上に対する意識を高めることに繋がった他、共同開発ブランディング
「KIRINOKA」のブランディングの一環としてプレスリリースに挑戦したことは社内に新たな取り組みとして大
いに効果を生んだと感じる。

Ⅹ.　今後の取組

Ⅷ.　環境関連法規等への違反・訴訟の有無

主な適用法規 活動及び対策
違反・訴訟
の　有無

無

無
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